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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連 　 結 　 注 　 記 　 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 　 別 　 注 　 記 　 表
第82期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

アルプス電気株式会社

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページに掲載する
ことにより、ご提供しているものであります。（http://www.alps.com/j/）

表紙
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連結株主資本等変動計算書

（自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 23,623 42,229 78,339 △3,505 140,686

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △2,955 △2,955

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 23,623 42,229 75,383 △3,505 137,730

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,792 △1,792
当 期 純 利 益 34,739 34,739
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7
自 己 株 式 の 処 分 △0 5 5
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △0 32,946 △1 32,944
当 期 末 残 高 23,623 42,228 108,330 △3,506 170,675

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新　株
予約権

少数株主
持　　分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 4,353 － △526 △3,823 △3,207 △3,203 － 92,897 230,380
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △256 △3,212

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 4,353 － △526 △3,823 △3,207 △3,203 － 92,641 227,167

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,792
当 期 純 利 益 34,739
自 己 株 式 の 取 得 △7
自 己 株 式 の 処 分 5
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,102 △1 － 10,671 277 12,050 97 11,438 23,587

当 期 変 動 額 合 計 1,102 △1 － 10,671 277 12,050 97 11,438 56,532
当 期 末 残 高 5,455 △1 △526 6,847 △2,929 8,846 97 104,079 283,700

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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<連結注記表>
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数　　　　　　　　84社

　主要な子会社については「事業報告」の「１．企業集団の現況　⑻　重要な子会社の状況」に記載の
とおりです。
　なお、ALPS LOGISTICS EUROPE GmbH は、新規設立により連結の範囲に含め、ALPINE 
ELECTRONICS OF CANADA, INC. は、会社清算により連結の範囲から除外しています。

⑵　非連結子会社について
　非連結子会社はALPINE DO BRASIL LTDA. をはじめとする３社です。いずれも総資産額、売上高、
当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）の観点からみて小規模であり、全体としても
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用関連会社の数　　　　　２社

（持分法適用関連会社）
　NEUSOFT CORPORATION、SHENYANG XIKANG ALPS TECHNOLOGIES CO., LTD.

⑵　持分法非適用子会社及び関連会社について
　持分法を適用していない非連結子会社はALPINE DO BRASIL LTDA. をはじめとする３社、関連会社
は６社であり、いずれも当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）の観点からみて小規
模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用から除外して
います。
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書
類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社84社のうち53社の決算日は連結決算日に一致しています。31社の決算日は12月31日で
す。連結計算書類作成に当たっては、12月31日が決算日の31社のうち電子部品事業に属する10社、車
載情報機器事業に属する５社及びその他事業に属する１社は、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算
を行った計算書類を使用しています。
　決算日の異なるその他の連結子会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。
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４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券(その他有価証券)
・時価のあるもの　　　　　　期末決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算出しています。）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しています。
②デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しています。
③たな卸資産　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を、アジアの連
結子会社は主として総平均法による低価法を、また、欧米の連結子会社は
主として移動平均法による低価法を採用しています。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

　主に定額法を採用しています。一部の国内連結子会社は定率法を採用し
ていますが、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）
については、定額法を採用しています。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物　　　　２ ～ 80年
機械装置及び運搬具　　２ ～ 17年
工具器具備品及び金型　１ ～ 20年

②無形固定資産
（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（３～10年）に基づく定額法を採用してい
ます。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償
却額と残存見込販売有効期間に基づく均等償却額とのいずれか大きい金額
を計上する方法を採用しています。

③リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース

　自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用して
います。

・所有権移転外ファイナンス・リース
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してい
ます。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始
日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を適用しています。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与金の支給に備えて、支給見込額の当連結会計年度の負担額
を計上しています。

③役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支給に備えて、支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上
しています。

④製品保証引当金　　　　　　　販売した製品に係るクレーム費用の発生又はアフターサービスの支払い
に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もれるものは個別に見積り、
個別に見積もれないものは、売上高に対する過去の実績率に基づき見積計
上しています。

⑤役員退職慰労引当金　　　　　一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基
づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上しています。

⑥環境対策費用引当金　　　　　土壌汚染対策や有害物質の処理などの環境対策に係る費用に備えるため、
今後発生すると見込まれる金額を引当計上しています。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。
⑸　重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び少数株主持分に含めています。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によるヘッジ会計を行っています。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては、特例処理を採用しています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段)　　　　(ヘッジ対象)
為替予約　　　　　　外貨建債権債務等
通貨オプション　　　外貨建債権債務等
金利スワップ　　　　変動金利債務

③ヘッジ方針
　為替予約取引及び通貨オプション取引は、外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で実施してお
り、取引額は現有する外貨建債権・債務及び売上・仕入予定額の範囲に限定しています。
　金利スワップ取引は、現存する変動金利債務に対し、金利上昇リスクを回避する目的で行っていま
す。
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④ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については、為替変動の累計を比率分析する方法によっています。
　金利スワップ取引については、金利変動の累計を比率分析する方法によっています。なお、特例処理
の要件を満たすと判断される場合、その判定をもって有効性の判定に代えています。

⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
　特記すべき事項はありません。

⑺　退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込み額に基づき、退職給付債務から年
金資産を控除した額を計上しています。
　当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に際し、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に基づいています。
　過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年、ただし一部の国内連
結子会社は13年）による按分額を費用処理しています。
　数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数（主に14～16年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

⑻　のれんの償却に関する事項
　のれんは５年間で均等償却しています。

⑼　消費税等の会計処理の方法
　税抜方式を採用しています。

⑽　連結納税制度の適用
　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しています。

会計方針の変更
　　退職給付に関する会計基準等の適用
　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と
いう｡)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。
以下「退職給付適用指針」という｡)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に
掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職
給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を残
存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しています。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連
結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減
しています。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が3,222百万円増加し、利益剰余金が2,955百万
円減少しています。また、これによる当連結会計年度の損益への影響は軽微です。
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追加情報
　　取締役の退職慰労金制度の廃止
　当社及び一部の国内連結子会社は、平成26年６月開催の定時株主総会（以下「本株主総会」という。）終
結時をもって、取締役の退職慰労金制度を廃止しました。
　これに伴い、本株主総会終結後も引き続き在任する取締役については、本株主総会終結時までの在任期間
に応じた退職慰労金を打ち切り支給し、その支給時期を退任時とします。
　このため、当連結会計年度より、当社及び一部の国内連結子会社の「役員退職慰労引当金」残高を取崩し、
打ち切り支給に伴う未払額1,119百万円を長期未払金として固定負債の「その他」に含めて表示しています。

表示方法の変更
（連結貸借対照表）
　　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含めて表示していました「その他の引当金」は、当連

結会計年度において重要性が増したため、区分掲記しています。
　　なお、前連結会計年度は流動負債の「その他」に187百万円含まれています。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産

建物及び構築物 2,181百万円
土地 1,407百万円

上記に対応する債務
長期借入金 554百万円
短期借入金
（一年以内返済予定の長期借入金）

312百万円

２．債務保証
　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。
保証債務

保証先 金額 内容

従業員 9百万円 住宅資金借入債務

合計 9百万円

３．のれん
　投資の金額がこれに対応する資本の金額を超えることによって生じた「のれん」は、当連結会計年度にお
いて資産の総額の100分の１以下であるため、「無形固定資産」に159百万円含めて表示しています。
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４．貸出コミットメントライン（借入側）
　当社及び連結子会社の一部は、流動性を確保し、運転資金の効率的な調達を行うため金融機関８社と貸出
コミットメント契約を締結しています。
　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 40,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 40,000百万円

連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分を基準として、資産グルーピング単位を決定して
います。遊休資産、賃貸資産及び処分予定資産については、物件ごとに収支管理が可能であるため、個々に
独立した単位としています。
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額
中国　浙江省 処分予定資産 機械及び装置、金型 789百万円

新潟県 事業用資産
（インダクタ・電流センサ） 機械及び装置、工具、器具及び備品等 667百万円

宮城県 処分予定資産 機械及び装置 61百万円
中国　遼寧省 処分予定資産 機械及び装置、工具、器具及び備品 48百万円
マレーシア

ネグリセンビラン 処分予定資産 機械及び装置 27百万円

東京都 処分予定資産 機械及び装置、工具、器具及び備品 6百万円
栃木県 遊休資産 土地 0百万円
長野県 遊休資産 土地 0百万円

合計 1,602百万円
　事業用資産については、事業環境の悪化により、これらの資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額（667百万円）を減損損失として特別損失に計上しています。その内訳は、機械及び装置
575百万円、工具、器具及び備品68百万円及びその他23百万円です。
　なお、事業用資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却価額と将来キャッシュ・フロ
ーを3.8％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い価額を使用しています。
　遊休資産及び処分予定資産については、時価の下落など資産価値が下落しているものや今後の使用見込み
がないものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（934百万円）を減損損失として特
別損失に計上しています。その内訳は、機械及び装置883百万円、金型30百万円、工具、器具及び備品19
百万円及びその他0百万円です。
　なお、遊休資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却価額により算出しています。ま
た、除却予定の処分予定資産については、回収可能価額を零として算定しています。

－ 7 －
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度
期末株式数
（千株）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 181,559 － － 181,559

合　計 181,559 － － 181,559

自 己 株 式

普 通 株 式 (注 ) 2,315 3 3 2,314

合　計 2,315 3 3 2,314

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによるものです。また、株式数の
減少３千株は、従業員等への売却によるものです。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の

総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日
普通株式 896 5.00

平成26年 平成26年
定時株主総会 ３月31日 ６月23日

平成26年10月31日
普通株式 896 5.00

平成26年 平成26年
取締役会 ９月30日 11月28日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議予定） 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日
普通株式 利益剰余金 1,792 10.00

平成27年 平成27年
定時株主総会 ３月31日 ６月22日

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数

普通株式　　34,800株

－ 8 －
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に電子部品製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に
銀行借入）を調達しています。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金
を銀行借入によって調達しています。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海外で事業を行う
に当たり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、同じ外貨建ての買掛金の
残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約及び通貨オプションを利用してヘッジしていま
す。
　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
晒されています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内に支払期日が到来するものです。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、このうち変動金利の借入金は金利の
上昇リスクに晒されていますが、長期のものの一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）
を利用してヘッジしています。
　デリバティブ取引は外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物
為替予約取引及び通貨オプション取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした
金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効
性評価の方法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の「４　会計処
理基準に関する事項　(6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、顧客与信管理規定に従い、販売部門長が取引先に対する受注及び債権の与
信額残高を管理するとともに、与信管理部門が主要な取引先の財務状況を定期的にモニタリングし、回収
懸念の早期把握や軽減を図っています。連結子会社についても、当社と同様の管理を行っています。
　デリバティブ取引については、取引先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと
んどないと認識しています。

－ 9 －
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② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替変動リスクに対して、原則とし
て先物為替予約を利用してヘッジしています。また、当社は、借入金に係る支払金利の上昇リスクを抑制
するために金利スワップ取引を利用しています。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行企業の財務状況を把握し、市況や発行企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引方針・取引権限等を定めた管理規定に従い、担当部門
が決裁者の承認を得て行っています。取引実績は取締役会に報告しています。
　連結子会社についても、当社と同様の管理を行っています。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、事業計画に基づき、財務部門で適時に資金計画表を作成・更新するとともに、手元流動性の維
持などにより流動性リスクを管理しています。連結子会社についても、当社と同様の管理を行っています。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
す。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(＊) 時価(＊) 差　額

(1)　現金及び預金 134,783 134,783 －

(2)　受取手形及び売掛金 127,537 127,537 －

(3)　投資有価証券(※１) 29,276 65,164 △35,888

(4)　支払手形及び買掛金 (66,259) (66,259) －

(5)　短期借入金(※２) (71,125) (71,125) －

(6)　転換社債型新株予約権付社債 (30,238) (48,637) △18,398

(7)　長期借入金 (14,836) (14,953) △117

デリバティブ取引(※３) (213) (213) －

(＊)　負債に計上されているものについては( )で示しています。

－ 10 －
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1)　現金及び預金、(2)　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

(3)　投資有価証券
　これらの時価については株式は期末日の市場価格に基づいています。

(4)　支払手形及び買掛金、(5)　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

(6)　転換社債型新株予約権付社債
　これらの時価については、期末日の市場価格に基づいています。

(7)　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しています。

(※１)　非上場株式、非連結子会社株式、関連会社株式及びその他（連結貸借対照表計上額1,965百万円）につ
いては、市場価格がなく、時価を把握するのが極めて困難と認められることから、投資有価証券には含
めていません。

(※２)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該短期借入金に含めて記載しています。

(※３)　為替予約取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合に
は（　）で示しています。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,001円55銭
２．１株当たり当期純利益 193円81銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 177円12銭

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。
純資産の部の合計額（百万円） 283,700
純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 104,177
（うち新株予約権（百万円）） (97)
（うち少数株主持分（百万円）） (104,079)
普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 179,522
１株当たりの純資産額の算定に用いられた期末の普通株式数
（千株） 179,245

(注)２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで
す。

１株当たり当期純利益
当期純利益金額（百万円） 34,739
普通株主に帰属しない金額（百万円） －
普通株式に係る当期純利益（百万円） 34,739
普通株式の期中平均株式数（千株） 179,245

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
当期純利益調整額（百万円） △38
（うち社債利息（百万円）） (△38)
普通株式増加数（千株） 16,674
（うち転換社債型新株予約権付社債（千株）） (16,648)
（うち新株予約権（千株）） (26)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 －
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株主資本等変動計算書

（自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本

剰　余　金
資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 23,623 38,723 3,505 42,229 7,031 7,031 △3,505 69,378
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △2,749 △2,749 △2,749

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 23,623 38,723 3,505 42,229 4,281 4,281 △3,505 66,629

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,792 △1,792 △1,792
当 期 純 利 益 20,434 20,434 20,434
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 5 5
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △0 △0 18,642 18,642 △1 18,640
当 期 末 残 高 23,623 38,723 3,504 42,228 22,924 22,924 △3,506 85,269

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 1,171 1,171 － 70,550
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △2,749

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高 1,171 1,171 － 67,800

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,792
当 期 純 利 益 20,434
自 己 株 式 の 取 得 △7
自 己 株 式 の 処 分 5
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 585 585 49 634

当 期 変 動 額 合 計 585 585 49 19,274
当 期 末 残 高 1,757 1,757 49 87,075

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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<個別注記表>
重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しています。
⑵　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算出しています。）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しています。
２．デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　　時価法を採用しています。
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、仕掛品、
原材料

　総平均法による原価法を採用しています。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法を採用しています。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しています。
(リース資産を除く)　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　３ ～ 50年
機械及び装置　　　　２ ～  ９年
工具、器具及び備品　２ ～ 15年
金型　　　　　　　　２ ～  ３年

⑵　無形固定資産
(リース資産を除く)

　定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法を採用して
います。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づ
く償却額と残存見込販売有効期間に基づく均等償却額とのいずれか大
きい金額を計上する方法を採用しています。

⑶　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース

　自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用し
ています。

・所有権移転外ファイナンス・リース
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用して
います。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理を適用しています。
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⑷　長期前払費用　　　　　　　　　定額法を採用しています。
５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい
ます。

６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

⑵　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与金の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額
を計上しています。

⑶　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支給に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上して
います。

⑷　製品保証引当金　　　　　　　　販売した製品に係るクレーム費用の発生に備えるため、当該費用の発
生額を個別に見積もって計上しています。
　また、個別に見積り計上していない製品保証費用は、売上高に対する
過去の実績率に基づき、当該費用の発生見込額を計上しています。

⑸　たな卸資産損失引当金　　　　　仕入先の所有するたな卸資産を当社が購入することに伴い発生する損
失に備えるため、当社が負担することとなる損失の見積額を引当計上し
ています。

⑹　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しています。
　退職給付債務の算定に際し、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準に基づいています。
　数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数（14
～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しています。
　なお、当事業年度末においては、一部の退職年金制度について、退職
給付引当金が借方残高となったため、前払年金費用として計上していま
す。

⑺　環境対策費用引当金　　　　　　土壌汚染対策や有害物質の処理などの環境対策に係る費用に備えるた
め、今後発生すると見込まれる金額を引当計上しています。

－ 15 －
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７．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によるヘッジ会計を行っています。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップにつ
いては、特例処理を採用しています。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）　　　（ヘッジ対象)

為替予約　　　　　　外貨建債権債務等
通貨オプション　　　外貨建債権債務等
金利スワップ　　　　変動金利債務

⑶　ヘッジ方針
　為替予約取引及び通貨オプション取引は、外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で実施しており、
取引額は現有する外貨建債権・債務及び売上・仕入予定額の範囲に限定しています。
　金利スワップ取引は、現存する変動金利債務に対し、金利上昇リスクを回避する目的で行っています。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については、為替変動の累計を比率分析する方法によっています。
　金利スワップ取引については、金利変動の累計を比率分析する方法によっています。なお、特例処理の
要件を満たすと判断される場合、その判定をもって有効性の判定に代えています。

８．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未処理額の会
計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

９．消費税等の会計処理
　　　税抜方式を採用しています。

－ 16 －

個別注記表



2015/05/23 19:41:58 / 14064995_アルプス電気株式会社_招集通知（Ｆ）

会計方針の変更
　　退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27
年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見
込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を残存
勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しています。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、
当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余
金に加減しています。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が2,749百万円増加し、繰越利益剰余金が2,749百万
円減少しています。また、これによる当事業年度の損益への影響は軽微です。

追加情報
取締役の退職慰労金制度の廃止

当社は、平成26年６月開催の定時株主総会（以下「本株主総会」という。）終結時をもって、取締役
の退職慰労金制度を廃止しました。本株主総会終結後も引き続き在任する取締役については、本株主総
会終結時までの在任期間に応じた退職慰労金を打ち切り支給し、その支給時期を退任時とします。

これに伴い、当社の「役員退職慰労引当金」残高を取崩し、打ち切り支給に伴う未払額762百万円を
「長期未払金」として表示しています。

表示方法の変更
(貸借対照表)
⑴　前事業年度において各有形固定資産に対する控除項目として表示していました「減価償却累計額及び減

損損失累計額」は、貸借対照表の明瞭性を高めるため、当事業年度より各有形固定資産の金額から直接控
除し、その控除残高を当該各有形固定資産の金額として表示しています。

(損益計算書)
⑴　前事業年度において営業外費用の｢雑支出｣に含めて表示していました「休止固定資産減価償却費」は、

当事業年度において重要性が増したため、区分掲記しています。
　なお、前事業年度は営業外費用の「雑支出」に145百万円含まれています。

⑵　前事業年度において区分掲記していました特別損失の「固定資産除売却損」は、重要性が乏しいため、
当事業年度において、特別損失の「その他」に含めて表示しています。

－ 17 －
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 157,001百万円

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれています。
２．債務保証

　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。
保証債務

保証先 金額 内容

従業員 9百万円 住宅資金借入債務

合計 9百万円

３．関係会社に対する金銭債権債務
　短期金銭債権 55,865百万円
　短期金銭債務 45,204百万円

４．貸出コミットメントライン契約（借手側）
　流動性を確保し、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結して
います。
　当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりです。

貸出コミットメントの総額 30,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 30,000百万円
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個別注記表



2015/05/23 19:41:58 / 14064995_アルプス電気株式会社_招集通知（Ｆ）

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

⑴　売上高 263,009百万円
⑵　営業費用

（売上原価と販売費及び一般管理費の合計額）
164,011百万円

⑶　営業取引以外の取引高 7,158百万円
２．減損損失

　事業用資産については、管理会計上の区分を基準として、資産グルーピング単位を決定しています。遊休
資産及び処分予定資産については、物件ごとに収支管理が可能であるため、個々に独立した単位としていま
す。
　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額

福島県 事業用資産（タッチパネル） 機械及び装置、建物、
工具、器具及び備品等 1,054百万円

新潟県 事業用資産（タッチパネル） 機械及び装置、建設仮勘定等 438百万円
事業用資産
（インダクタ・電流センサ） 機械及び装置 2百万円

宮城県 処分予定資産 機械及び装置 61百万円

栃木県 遊休資産 土地 0百万円

長野県 遊休資産 土地 0百万円

合計 1,558百万円

　事業用資産については、事業環境の悪化により、これらの資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額（1,495百万円）を減損損失として特別損失に計上しています。その内訳は、機械及び装
置1,352百万円、建設仮勘定72百万円、建物32百万円、工具、器具及び備品20百万円及びその他18百万円
です。
　なお、事業用資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却価額と将来キャッシュ・フロ
ーを3.8％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い額を使用しています。
　遊休資産及び処分予定資産については、時価の下落など資産価値が下落しているものや今後の使用見込み
がないものについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（62百万円）を減損損失として特別
損失に計上しています。その内訳は、機械及び装置61百万円です。
　なお、遊休資産の回収可能価額は、固定資産税評価額を基にした正味売却価額により評価しています。ま
た、処分予定資産については、除却を予定しており、回収可能価額を零として算定しています。
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

（千株）

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

（千株）

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

（千株）

当 事 業 年 度
期 末 株 式 数

（千株）

自 己 株 式

普 通 株 式 (注 ) 2,315 3 3 2,314

合　計 2,315 3 3 2,314

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによるものです。また、株式数の
減少３千株は、従業員等への売却によるものです。
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

　賞与引当金 1,766百万円
　未払費用 549　〃
　投資有価証券評価損 1,368　〃
　減価償却費超過額 4,017　〃
　土地等減損損失 846　〃
　関係会社株式評価損 3,129　〃
　未払役員退職慰労金 245　〃
　たな卸資産評価損 654　〃
　繰越欠損金 13,366　〃
　貸倒引当金 813　〃
　その他 4,606　〃
　　繰延税金資産小計 31,363　〃
　評価性引当額 △27,499　〃
　　繰延税金資産合計 3,864　〃

（繰延税金負債）
　前払年金費用 △108百万円
　有価証券評価差額金 △830　〃
　その他 △48　〃
　　繰延税金負債合計 △987　〃
　　繰延税金資産の純額 2,877　〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 35.4％
　（調整）
　評価性引当額減少 △30.2〃
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.1〃
　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3〃
　税率変更による影響 1.4〃
　その他 △2.9〃
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △6.1〃
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」
（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から
法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
用する法定実効税率は従来の35.4％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時
差異等については32.9％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に
ついては、32.1％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は189百万円減少し、
法人税等調整額が275百万円、その他有価証券評価差額金が85百万円、それぞれ増加しています。
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リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産の他、製品・金型製造設備等については、一部リース契約により使用してい
ます。
　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）
１．当事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額

減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品 6百万円 6百万円 －百万円 －百万円

合 計 6百万円 6百万円 －百万円 －百万円

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定資産期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しています。

２．当事業年度の末日における未経過リース料相当額
１年内 －百万円
１年超 －　〃

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定資産期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しています。

３．当事業年度の支払リース料及び減価償却費相当額
⑴　支払リース料 0百万円
⑵　減価償却費相当額 0　〃

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

オペレーティング・リース取引（借主側）
　当事業年度の末日における未経過リース料

１年内 596百万円
１年超 967　〃
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関連当事者との取引に関する注記
子会社との取引

種類 会社等の名称
議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
(百万円)
(注)1,2

科目
期末残高
(百万円)
(注)1

子

会

社

ALPS ELECTRIC 
(NORTH 
AMERICA), INC.

所有
直接 100％ 役員の兼任 電子部品の販売 28,767 売掛金 6,204

ALPS ELECTRIC 
EUROPE GmbH

所有
直接 100％ 役員の兼任 電子部品の販売 58,495 売掛金 10,073

ALPS ELECTRIC
(UK) LIMITED

所有
直接 100％ 役員の兼任 資金の支援 2,278 未払金 2,207

ALPS ELECTRIC
KOREA CO., 
LTD.

所有
直接 100％ 役員の兼任 電子部品の販売 16,797 売掛金 3,235

ALPS 
ELECTRONICS
HONG KONG 
LIMITED

所有
直接 100％ 役員の兼任 電子部品の販売 39,721 売掛金 6,549

DALIAN ALPS 
ELECTRONICS 
CO., LTD.

所有
間接 100％ 役員の兼任 部品、製品の仕入 23,978 買掛金 4,215

NINGBO ALPS 
ELECTRONICS
CO., LTD.

所有
間接 100％ 役員の兼任 部品、製品の仕入 26,897 買掛金 4,430

WUXI ALPS 
ELECTRONICS
CO., LTD.

所有
直接 10.27％
間接 89.73％

役員の兼任 部品、製品の仕入 33,102 買掛金 5,557

ALPS 
ELECTRONICS
TAIWAN CO., 
LTD.

所有
直接 100％ 役員の兼任 電子部品の販売 61,039 売掛金 8,052

アルプスファイナ
ンスサービス(株)

所有
直接 100％ 役員の兼任

リース取引 63 短期リース
債務 1,832

リース取引 44 長期リース
債務 1,154

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しています。

２．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上決定しています。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 485円52銭
２．１株当たり当期純利益
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益

114円00銭
104円10銭

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

純資産の部の合計額（百万円） 87,075

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 49

（うち新株予約権（百万円）） (49)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 87,026

１株当たりの純資産額の算定に用いられた期末の普通株式数
（千株） 179,245

(注)２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで
す。

１株当たり当期純利益

当期純利益金額（百万円） 20,434

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 20,434

普通株式の期中平均株式数（千株） 179,245

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） △38

（うち社債利息（百万円）） (△38)

普通株式増加数（千株） 16,674

（うち転換社債型新株予約権付社債（千株）） (16,648)

（うち新株予約権（千株）） (26)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 －
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